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は　じ　め　に
　近年日本でも外科手術例の肺血栓塞栓症（pulmonary 
thromboembolism，以下 PTE）が問題となり，その原
因である深部静脈血栓症（deep venous thrombosis，以
下DVT）が注目されている１）。中でも整形外科手術の
人工股関節置換術や人工膝関節置換術ではDVT発症は
かなりの頻度で見られる２）。PTEと DVTは一連の病態
であり，静脈血栓塞栓症（venous thromboembolism，
以下VTE）と総称される。当院は急性期病院であり，
手術症例が多いこともさることながら，重症で ICUあ
るいはHCU管理が必要となる患者，心筋梗塞あるいは
脳卒中で歩行が制限されている患者，さらに抑制を必要
とする入院患者が多数をしめ，先のVTE発症の危険性
が高いと推測される。
　当院では平成22年９月に医療安全に関する委員会が母
体となり，医療安全管理室の医師および安全管理推進
者，集中ケア認定看護師，中央検査部の検査技師および
エコー技師など多職種からなるVTEチームを結成し，
平成21年４月から１年間に発生した肺血栓塞栓症につい

て，診療録から後向き調査を行った。それらを踏まえて
平成22年10月に市立函館病院独自の「肺血栓塞栓および
深部静脈血栓症（静脈血栓塞栓症）予防ガイドライン」３），
以下院内VTE予防ガイドライン）を作成して，院内の
DVTと PTEの予防に取り組んできた。ガイドライン
作成後１年間が経過しても臨床現場ではVTE予防が十
分に実施されず，DVTと PTEの発生率も把握できて
いなかった。そこでVTEチームが現状把握に直接かつ
積極的に参画することを病院の方針として，平成23年12
月から外科手術症例の周術期VTE予防およびVTE発
症時の治療介入に取り組み，VTE発症の前向き研究を
行った。今回はチーム医療として進めてきた当院の周術
期における静脈血栓塞栓症予防と治療に対する取り組み
とそれらの成果について報告する。

対 象 と 方 法
⑴　現況把握のための後向き調査
　平成21年４月から平成22年３月までの１年間の当院
における肺血栓塞栓症の発症状況について入院診療録
をもとに後向き調査をした。それらの結果を踏まえ
て，平成22年10月に院内VTE予防ガイドラインを作
成した。
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⑵　前向き臨床研究（その１）
　対象は平成23年12月から平成24年６月までに当院で
全身麻酔管理下に外科手術を行い，院内VTEガイド
ラインによりVTEリスク判定を行った患者とした。
リスクの階層化は第６回ACCPガイドラインの階層
化に準じて、低リスク、中リスク、高リスクおよび最
高リスクの４段階に分類した４）。対象診療科は消化器
外科，整形外科，脳外科，泌尿器科，婦人科，乳腺外
科，呼吸器外科の７科である。各診療科のリスクレベ
ルは先の院内VTE予防ガイドラインを参照のこと３）。
これらのうち術前に高リスクおよび最高リスクと判定
され，前向き研究に同意された症例では，院内VTE
ガイドラインの推奨予防法（表１）に従い，周術期に
弾性ストッキングの着用，間欠的空気圧迫法（以下
フットポンプ）の使用あるいは抗凝固療法が行なわれ
た。これら第 I群の臨床研究では，術前および術後３
日目と５日目にＤダイマー（以下DD）を測定した。
また３日目のDDが１μg/ml 以上の症例では術後５日
目の下肢静脈エコー検査による血栓の有無を評価した。

⑶　前向き臨床研究（その２）
　さらに平成24年９月から平成25年８月までの１年間
の第Ⅱ群の臨床研究では，先の前向き研究（その１）
を検証して，対象を高リスクおよび最高リスクの頻度
の少ない診療科を除いた消化器外科，整形外科，婦人
科，乳腺外科，呼吸器外科の５科に限定した。また術
前および術後１日目と３日目にDD測定に加えて可
溶性フィブリン（以下 SF）の測定を行った。また術
前のVTEの有無を評価する目的で，術前および術後
５日目の２回にわたり下肢静脈エコー検査を実施した。
　上記の前向き研究（その１およびその２）について
は，院内の科長会議および師長会議で承認を得た後に
施行を開始し，対象症例については各診療科の主治医
が疾患ごとに術前のリスク評価を行い，VTEの予防
方法を選択した。VTEチームは週間手術予定表から
対象症例をピックアップして，紙面で同意を取り同意
が得られた後に，血液検査および下肢静脈エコー検査
をオーダーした。さらに術後の下肢静脈エコー検査で
DVTが認められた症例では，主治医と相談の上で，

早期に PTE発症予防に介入した。

結　　　　　果
１）後向き調査およびその後の対応
　平成21年４月から平成22年３月までの１年間の当院
の入院患者は10,672人であり，うち７例で PTEが発
症していた。その内訳は外科手術関連４例，内科関連
３例であり，これらのうち３例が死亡していた。この
結果を踏まえて，①当院では早期に対策を講じる必要
があると考え，日本循環器学会，日本医学放射線学
会，日本胸部外科学会，日本血管外科学会，日本呼吸
器学会，日本静脈学会，日本心臓外科学会，日本心臓
病学会で構成された合同研究班が報告した「肺血栓塞
栓症および深部静脈血栓症の診断，治療，予防に関す
るガイドライン」（2009年改訂版）５）およびアメリカ胸
部疾患学会（ACCP）の第８回ガイドライン（2008年）６）

をもとに平成22年11月に当院の現況を踏まえた独自の
院内VTEガイドラインを作成した。それらを院内の
ホームページにアップし，全スタッフに配信して全病
院に周知させた。②またオーダリング上にリスク判定
表と予防指示書を一体化させたリスクアセスメント
シートを掲載した。③さらにフットポンプの台数を増
やして，院内で一括管理を行った。

２）前向き臨床研究（その１）（表２）
　平成23年12月から平成24年６月までの７か月間施行
した前向き研究（第Ⅰ群）では，全手術患者1,790例
のうち全身麻酔管理の1,082例を対象とした。高リス
ク・最高リスクは299例であり，全体の27.6％を占めて
いた。それらのうち234例で本研究参加の同意が得られ
た。下肢静脈エコー検査は術後３日目のDDが１μg/
ml 以上の189例で実施され，DVTは26例（13.8％）
で陽性であった。うち急性期DVTは17例（9.0％）
に認められ，発症部位はいずれもヒラメ筋静脈であっ
た。一方慢性期DVTは９例に認められた。急性期血
栓に対するワルファリンを主体とした早期治療介入は

表 １　院内VTEガイドラインの推奨予防法
リスクレベル 予防方法
低リスク 早期離床　積極的な運動
中リスク 弾性ストッキングまたは間欠的空気圧迫法
高リスク 間欠的空気圧迫法または抗凝固療法
最高リスク 抗凝固療法と間欠的空気圧迫法の併用

または
抗凝固療法と弾性ストッキングの併用

表 ２　前向き臨床研究（第 I群）
患　者　区　分 症例数

Ａ．全手術患者 1,790例
Ｂ．調査対象患者（全身麻酔下管理） 1,082例
Ｃ．最高および高リスク患者（Ｃ/Ｂ%） 299例（27.6%）
Ｄ．調査実施患者 234例
Ｅ．下肢静脈エコー実施患者 189例
Ｆ．DVT発症患者（Ｆ/Ｅ％）
①急性期血栓
　ヒラメ筋静脈
②慢性期血栓（％）

26例（13.8%）
17例（9.0%）

17例
９例

Ｇ．急性期治療介入（17例中） 13例（76.0%）
Ｈ．PTE 発症患者（％） ０例

患　者　区　分 症例数
Ａ．全手術患者 1,790例
Ｂ．調査対象患者（全身麻酔下管理） 1,082例
Ｃ．最高および高リスク患者（Ｃ/Ｂ%） 299例（27.6%）
Ｄ．調査実施患者 234例
Ｅ．下肢静脈エコー実施患者 189例
Ｆ．DVT発症患者（Ｆ/Ｅ％）
①急性期血栓
　ヒラメ筋静脈

②慢性期血栓

26例（13.8%）
17例 （9.0%）

17例
９例

Ｇ．急性期治療介入（17例中）（％） 13例（76.5%）
Ｈ．PTE 発症患者 ０例
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13例（76.0％）で行われ，最終的に PTEを発症した
症例はいなかった。

３）前向き臨床研究（その２）（表３）
　平成24年９月から平成25年８月まで施行した１年間
の前向き研究（第Ⅱ群）では，全手術患者2,967例の
うち，全身麻酔管理とした患者1,686例を対象とした。
高リスク・最高リスクは453例（26.9％）であり，う
ち362例で同意が得られた。DVTは62例（17.1％）で
陽性であった。そのうち34例（9.4％）が急性期
DVTであり，血栓はヒラメ筋静脈32例，膝窩静脈２
例に認められた。慢性期DVTは28例に認められた。
急性期血栓34例のうち29例（85.3％）で早期からワル
ファリンを主体とした治療介入がなされ，１例でPTE
が発症した。

４）前向き臨床研究（第Ⅰ群＋第Ⅱ群）（表４）
　前向き研究の第Ⅰ群と第Ⅱ群を合わせると，全手術
患者は4,757例であり，全身麻酔下管理の対象患者は
2,768例であった。それらのうち高リスク・最高リス
クは752例（27.2％）であり，596例で同意が得られた。
下肢静脈エコー検査でDVTは88例（16.0％）で陽性
であった。うち51例が急性期DVT（9.3％）であり，
残りの37例が慢性期DVTであった。急性期例51例の
うち42例（82.4％）でワルファリンを主体とした早期
治療が行われた。最終的に全身麻酔下管理において高
および最高リスクと判定され，下肢静脈エコー検査を
施行した551例中，急性期DVTは51例に認められた。
うち42例で早期から治療が開始され，PTEは１例で
発症したのみであった。

考　　　　　察
１）本邦におけるDVT，PTEの発症率
　本邦における PTEの頻度は年々増加してきてい
る。PTEによる死亡率も増加しているが，1999年以
降の PTEの死亡率は約1,700人/年でほぼ一定であ
る。臨床例においても同様に PTEの診断数は増加し
てきており，厚生労働省の患者調査によればここ６年
間で倍増している７）。
　外科手術症例に限定すると，日本麻酔科学会の委員
会報告である「2009-2011年周術期肺塞栓症調査結果
から見た本邦における周術期肺血栓塞栓症の特徴」８）

によると麻酔科管理症例4,432,538例の手術例のうち
1,300例（2.93人 /10,000手術当たり）に見られたと
報告されている。またKunisawa ら９）は診断群分類の
データベースを用いて260施設を対象に行なった調査
で，周術期 PTEの発症率は0.05％（５人/10,000手

術当たり）であったと報告している。すなわち手術
10,000件あたり，少なくとも３～５人の PTEを認め
ていることになる。これらのデータは過去３年間と比
較するとわずかではあるが増加傾向にあると報告され
ている10）。

２）後向き調査とその後の対策
　後向き調査では，外科手術関連の PTEは４例に認
められたので，同年の当施設の麻酔科管理の手術数が
2,000件から算定すると，手術10,000件当たりの PTE
発症数は20件と推定される。従って当時の当院の
PTE発症数は，他の施設と比較するとかなり多いも
のと考えられる。PTEは発症頻度こそ高くはないが，
非常に重篤な疾患であることを考慮すると，早急に当
院のVTEガイドラインの作成が急務であると考え
た。そこで平成22年11月に当院独自の院内VTEガイ
ドラインを作成し，院内のホームページにアップし，
全スタッフにメールでガイドラインを送付して全病院
に周知させた。

表 ４　前向き臨床研究（第Ⅰ群＋第Ⅱ群）
患　者　区　分 第Ⅰ群 第Ⅱ群 第Ⅰ+Ⅱ群

Ａ．全手術患者 1,790例 2,967例 4,757例
Ｂ．調査対象患者
（全身麻酔下管理）

1,082例 1,686例 2,768例

Ｃ．最高および高リスク
患者（Ｃ/Ｂ%）

299例 453例 752例
（27.2%）

Ｄ．調査実施患者 234例 362例 596例
Ｅ．下肢静脈エコー実施
患者

189例 362例 551例

Ｆ．DVT発症患者
　（Ｆ/Ｅ％）
①急性期血栓
　（％）
　ヒラメ筋静脈
　膝窩静脈
②慢性期血栓

26例
（13.8％）
17例

（9.0%）
17例
０例
９例

62例
（17.1%）
34例

（9.4%）
32例
２例
28例

88例
（16.0%）
51例

（9.3％）
49例
２例
37例

Ｇ．急性期治療介入
　（51例中）（％）

13例 29例 42例
（82.4%）

Ｈ．PTE発症患者 ０例 １例 １例

表 ３　前向き臨床研究（第Ⅱ群）
患　者　区　分 症例数

Ａ．全手術患者 2,967例
Ｂ．調査対象患者（全身麻酔下管理） 1,686例
Ｃ．最高および高リスク患者（Ｃ/Ｂ%） 453例（26.9％）
Ｄ．調査実施患者 362例
Ｅ．下肢静脈エコー実施患者 362例
Ｆ．DVT発症患者（Ｆ/Ｅ％）
①急性期血栓
　ヒラメ筋静脈
　膝窩静脈

②慢性期血栓

62例（17.1%）
34例 （9.4%）

32例
２例
28例

Ｇ．急性期治療介入（34例） 29例（85.3%）
Ｈ．PTE発症患者 １例
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３）前向き研究について
　第Ⅰ群の前向き臨床研究では，最終的にDVTは26
例（13.8％）で陽性であり，うち急性期DVTは17例
（9.0％）に認められた。この発生頻度は対象患者を全
身麻酔管理下の最高および高リスクであり，かつ術後
のDDが１μg/ml 以上の症例に限定しているためにか
なりのバイアスがかかっているものと推定される。し
かし，これらの症例では術後の早期からワルファリン
などの抗凝固薬による治療が介入されたために，その
後に PTEの発症は認められなかった。前半の前向き
研究から，次のようなことが課題として挙げられた。
①術後のDDの値あるいは術前後のDDの値の変動
からDVTの有無を評価することができなかった。②
さらにこれまでの報告からDDが１μg/ml 未満には
DVTが認められないとの立場に立ち，下肢静脈エ
コー検査を術後３日目のDDが１μg/ml 以上の症例
でのみ実施したが，DDが１μg/ml 未満の症例におけ
るDVTの有無が確認されていなかった。
　下肢静脈エコー検査では急性期DVTと慢性期
DVTの鑑別が可能であり，DVT26例のうち急性期
DVTは17例であり，残り１/３の９症例の慢性期
DVTは，術前から血栓が存在していたものと推測さ
れた。従ってこれらの症例では、術中のフットポンプ
の使用には注意が必要である。そこで，その後の前向
き研究においては，血液マーカーとしてDDに SFを
加えることで，それらの組み合わせによる血栓の有無
の診断が可能かどうかを検討した。また下肢静脈エ
コー検査はDDの値に関わらず全例に行い，術前に
も評価することとした。
　その結果，第Ⅱ群の前向き臨床研究では，最終的に
DVTの発症は62例（17.1％）で陽性であり，うち急
性期DVTが34例（9.4％）に認められたが，PTEの
発症はわずか１例であった。これは全身麻酔下管理手
術10,000例当たり２例に相当し，先の黒岩らの報告と
は全く同一の条件ではないが，麻酔科管理手術10,000
当たり５例と比較すると，より少ないものと考えられ
る６,８）。また術前に血栓を認めた症例では，周術期の
フットポンプの使用を控えた。さらに術後のDDが
１μg/ml 未満の症例ではDVTは存在していなかった
ことが確認された。

４）当院における静脈血栓塞栓症予防と治療のレコメン
デーション（推奨）の作成
　上記の前向き研究（第Ⅰ群および第Ⅱ群）の結果を
踏まえて，外科治療におけるVTE予防・治療さら
に，2010年に作成した市立函館病院　肺血栓塞栓症
PTEおよび深部静脈血栓症DVT（静脈血栓塞栓症

VTE）予防ガイドラインから，内科疾患における
VTE予防・治療を考慮し，当院としての静脈血栓塞
栓症予防と治療のレコメンデーション（推奨）を作成
した。その中に今回の前向き研究から推定された
DVTの血液マーカーであるDDと SFのカットオフ
値を盛り込むことが出来た（術後３日目にDD3.0未
満かつ SF6.0未満を満たさない場合には下肢静脈エ
コー検査を行い，DVTの有無を評価する11））。

ま　　と　　め
⑴　院内のVTEガイドラインを作成し，VTEリスク
判定と治療方針を提示した。
⑵　Ｄダイマーと可溶性フィブリン検査および下肢静脈
エコー検査の介入により，早期に深部静脈血栓症を検
出することが出来た。全身麻酔下管理の2,768例のう
ち高リスク・最高リスク596例で同意が得られ，551例
で下肢静脈エコー検査が施行された。DVTは88例で
陽性であり，うち51例が急性期，37例が慢性期であっ
た。急性期の治療介入は42例（82.4％）で行われた。
⑶　多職種からなるVTEチームが，積極的にVTEリ
スク判定およびリスクの高い患者に対する推奨予防と
Ｄダイマーと可溶性フィブリン検査および下肢静脈エ
コー検査に介入することにより，より早期にDVTを
検出できた。またDVT陽性症例に対して抗凝固療法
を行ったことで，PTEの発症を最小限に抑えること
ができた。
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